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めに～」（2018年 6 月 1 日）「第 2章　株主以外のステークホルダーとの適切な協働」。https://www.jpx.co.jp/news/1020/
























という。）。本件の第 1審（岐阜地大垣支判平成27年 8 月18日金判1543号21頁）及び原審（名古屋高判平成
28年 7 月20日金判1543号15頁）と上告審では当事者が異なることもあって、当事者の説明が複雑化するた




























（ 3 ）セクシュアル・ハラスメントの内容と Y3の対応
　　①  Xは当初 Y1と交際関係にあったが、2010年 7 月末頃までには Y1に対して交際関係の解消を申し
入れていた。
　　② ところが、Y1は Xとの交際を諦めきれずに、2010年 8 月以降、本件事業場において、あるいは X
の自宅に押し掛けるなどして、Xに対し復縁を迫る言動を繰り返した（以下、Xが Y3を退職する
までに行われた Y1の上記各行為を「本件行為 1」という。）。これにより Xは次第に体調を崩すに
至った。
　　③  Xは、本件行為 1につき、2010年 9 月に Y3における上司である係長に相談したが、係長は、朝礼
の際に「ストーカーや付きまといをしているやつがいるようだが、やめるように。」などと発言し
ただけで、それ以上の対応をしなかった。
　　④ その後も Y1による本件行為 1が続いたため、Xは2010年10月に Y3における上司である係長及び課
長に相談をしたが、依然として対応してもらえなかったことから、同年10月12日に Y3を退職した。
　　⑤ しかし、Xの退職後も Y1は Xの自宅付近に自動車を停車させるなどの行為を継続していた（以下、
Y1の上記各行為を「本件行為 2」といい、本件行為 1と併せて単に「本件行為」という。）。
（ 4 ）本件相談窓口への申出と Y4の対応
　　⑥  B（Xが Y3に在職していた当時の同僚）は、Xから自宅付近で Y1の自動車を見掛ける旨を聞いた
ことから、2011年10月、Xのために本件相談窓口に対し、X及び Y1に事実確認等の対応をしてほ
しい旨の申出（以下「本件申出」という。）をした。
















































































































































支払義務を負うことを認めた、仙台地判昭和45年 3 月26日労民21巻 2 号330頁（仙台工作事件）がある9。
同事件は､ K社の子会社である S社の従業員21名（原告）が、K社には当該従業員らに対する賃金支払義
務があるとして賃金支払の仮処分を申請したものである。S社は昭和42年 6 月分の賃金の支払をしないま
ま、昭和42年 7 月25日に解散したことを理由に従業員全員を解雇した。しかし、S社の従業員らは､ 同社
の解散は K社による S社の労働組合を破壊するための偽装解散であり、S社と K社との人的物的関係か


























































































































































































































































47　最大判昭和41年 4 月20日民集20巻 4 号702頁、最判昭和57年 7 月15日民集36巻 6 号1113頁等。谷口＝石田編・前掲注
（17）102-103頁、有賀・前掲注（42）21-22頁参照。
48　最判昭和49年11月14日民集28巻 8 号1605頁、最判昭和51年 4 月23日民集30巻 3 号306頁等。谷口＝石田編・前掲注（17）
103-104頁、有賀・前掲注（42）24-25頁参照。
































































　2006年イギリス会社法172条は、取締役の義務の 1つとして、会社の成功を促進すべき義務（Duty to 
promote the success of the company）を規定し、その 1項（b）において、会社の成功を促進すべき義務を履





　　・全従業員による取締役の指名（a director appointed from the workforce）
　　・公式の全従業員諮問パネルの設置（a formal workforce advisory panel）

















58　Financial Reporting Council, THE UK CORPORATE GOVERNANCE CODE, July 2018, 1 Board Leadership and Company 
Purpose, Provisions, Paragraph 5. https://www.frc.org.uk/getattachment/88bd8c45-50ea-4841-95b0-d2f4f48069a2/2018-UK-
Corporate-Governance-Code-FINAL.pdf（最終アクセス2019年 7 月 6 日）
　　なお、イギリス会社法172条 1 項（b）と改訂コーポレートガバナンス・コードとの関係については、神作裕之「企業
の持続的成長と会社法・金商法上のいくつかの論点―欧州からの示唆―」商事2198号25～26頁（2019年）参照。











































































































































73　Chandler v Cape plc [2012] EWCA Civ 525.






































































85　以上の観点から注目される法制度がニュージーランドに存在する。1993年会社法（Companies Act 1993）271条（Pooling 
of assets of related companies）及び272条（Guidelines for orders）参照。これらの条項は法人格否認の法理を立法化したも
のと理解されており、主に子会社が清算に至った場合に適用されるものである。
筑波法政第80号（2019）
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